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要　　旨
　企業の視点から業績を高める手法として顧客志向経営を捉える先行研究に対し，本研究は顧客が評価
する経営構造の解明を試みた。まず，先行研究レビューを通じて，顧客志向経営の尺度構造を探る手掛
かりを得た。顧客志向経営のベストプラクティス企業７社の事例研究から，その要件を抽出し，KJ 法
を用いて整理した所，顧客尊重の理念を経営者のリーダーシップにより全社の従業員や組織で共有する
“理念の共有化”，および，顧客のニーズを収集，分析し，製品やサービスに反映させることで顧客尊重
の理念を具現化する“理念の具現化”と名付けた２つのアプローチによって顧客志向経営を実現してい
る実態を見出した。この事例研究から抽出した特徴を質問形式に表現し，40質問から成るアンケート票
を開発し，上場企業からランダム・サンプリングで抽出した企業に，ビジネス誌による顧客満足ランキ
ング企業を含む1,000を超える企業へ郵送した。顧客尊重の企業理念を掲げた多くの企業から回答が得
られ，そのデータに対して因子分析を行った結果，４因子が抽出された。それぞれ第１因子「顧客視点
の人事組織」，第２因子「顧客満足やニーズの管理」，第３因子「顧客視点の経営戦略」，第４因子「顧
客満足への担当責任」と解釈した。この４つの因子を構成する質問の内容を吟味し，「顧客視点の人事
組織」と「顧客満足への担当責任」を下位尺度（構成概念）とする“理念の共有化”と，「顧客満足やニー
ズの管理」と「顧客視点の経営戦略」を下位尺度とする“理念の具現化”という２つにまとめた上で，
この２つのアプローチによる顧客志向経営の構造を定量的に実証した。さらに，この尺度について，ク
ローンバックの a係数による信頼性，および，顧客志向経営実践企業や顧客満足ランキング企業をそ
の他の企業との比較（t検定）による妥当性も確認した。
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Abstract
　The objective of this study is to clarify the structures of Customer-Oriented Management with high cus-
tomer evaluation. Based on a review of previous research, several clues were found for scaling and 
structuring Customer-Oriented Management. Using the KJ Method, several features have been extracted 
from a case study of the Customer-Oriented Management of seven best-practice companies. These are 
consolidated into two approaches. The first approach is “sharing”, under the leadership of the management, 
a corporate vision of customer respect among employees and throughout the organization. The second 
approach is “embodying” the first approach in products and services by collecting and analyzing the needs 
of the customers. This structure forms the basis of the hypothesis of this study.
　In order to prove the structure, a questionnaire survey was carried out and the results were analyzed statis-
tically. A questionnaire of 40 questions was developed from the case study and other related research, and sent 
to more than 1,000 Japanese companies. 191 responses were received and analyzed with factor analysis. The 
analysis extracted 4 factors which were interpreted as “1. Customer-focused Organization and Personnel”, “2. 
Management of Customer Satisfaction and Needs”, “3. Strategy from the Viewpoint of the Customer” and “4. 
Responsibility for Customer Satisfaction”. “Sharing” is a compositional concept of 1. and 4., and “Embodying” is a 
concept made of 2. and 3. The reliability and validity of this structure have been verified statistically.
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１．はじめに
　顧客志向経営は，経営の基本的原則として実務の間にも広く受け入れられ，目新しい概念では
なくなった。先行研究においても，業績向上の経営手法としてマーケティング分野を中心に一定
の実証がされている。しかしながら，これらは，いかに自社の製品やサービスを顧客に購入させ
るか，といった企業の売り手側の論理からなされた研究である。多くの企業が掲げる顧客尊重の
企業理念を実現しようとする経営，顧客にとって優れた企業経営の実践は何か，といった顧客視
点による顧客志向経営の解明がなされていない。
　確かに顧客中心の経営を実践した企業の事例研究から幾つかの要件や経営構造を見出した研究
も散見される。例えば，Norman（1984）は，①マーケット・セグメント，②サービス・コンセ
プト，③サービス・デリバリー・システム，④経営者によるイメージ，⑤組織文化と理念，の５
要素で構成するサービス・マネージメント・システムを顧客志向経営の理論的なフレームワーク
として提示した。また，Zemke and Schaph（1989）も，顧客サービス企業に不可欠な２つの競
争優位として，①顧客サービスを戦略的に考え，組織のビジョンとして有効なサービス志向を打
ち立てる能力と，②効果的かつ効率的に顧客の経験をデザイン，開発，提供する能力，をあげ，
４つの特徴として，①顧客の“真実の瞬間”の理解，②良く考案された顧客サービス戦略，③カ
スタマー・フレンドリーなシステム，④顧客志向の現場の従業員，を見出した。しかしながら，
これらの研究の多くは，数社の定性的な観察に留まり，多種多様な企業の定量的な分析による実
証がされていない。そのため，先行研究では，顧客志向経営を評価する客観的な基準や指標の開
発へと発展していないことが考えられる。
　そこで，本稿では，顧客志向経営のベストプラクティス企業の事例研究から特徴を見出し，そ
の特徴を質問形式にしたアンケート調査を実施，その結果の統計分析により，客観的な顧客志向
経営の尺度構造を見出す。
２．顧客志向経営の定量分析に関わる先行研究
　主たる先行研究には，販売員の顧客志向度や事業部の市場志向度の尺度構成を提示した研究事
例が散見される。
　販売員個人の顧客志向度を測定する目的で開発された顧客志向度診断尺度の例として Saxe 
and Weitz（1982）の SOCO（Sales Orientation-Customer Orientation）がある。SOCOは，文
献レビュー，販売員や販売マネージャーへのインタビューに基づいて顧客志向型販売の特徴につ
いての質問票を作成し，その結果に主成分分析と因子分析を施し，開発された。SCOCは販売員
の顧客志向の因子構造として組織要因と個人要因とを見出した。組織要因には，サービス風土，
支援的な職場関係，監督者と従業員の関係性，マネージャーのリーダーシップやエンパワーメン
ト等がある。一方，個人要因には，性別，在職期間，コミットメントや職務満足，学習目標志向，
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仕事の有意義感等がある。
　また，事業単位の組織の市場志向度を測定する目的で開発された尺度として，Kohli, Jaworski 
and Kumar（1993）による“MARKOR”がある。MARKORは，シニア・マネージメント，部
門間ダイナミクス，組織システムの３つを因子分析によって組織の市場志向度の要因として見出
した。
　わが国においても，佐々木（1988）は，顧客，商品，購買場所を分析の対象に，購買態度構造
の枠組みの構築を行った。購買態度の構造の特定と測定尺度による実証分析を行った結果，購買
態度の“合理性”と“情緒性”を抽出し，その尺度構成をRECと名付けた。
　これらの尺度では，SOCOは販売員個人の顧客志向度を，MARKORは事業部単位の市場志向
度，RECは顧客の購買態度を分析の対象としている。顧客志向経営の構造の解明と尺度の開発
を目的とする本研究でも，これらの方法論，すなわち，定性的観察により見出した特徴を基にし
たアンケート票を開発，調査を実施し，その結果を多変量解析で分析するアプローチによって調
査研究を行う。
３．事例研究による仮説構築
　事例研究の対象企業には，業界や学術論文で顧客志向経営のベストプラクティスとして，しば
しば取り上げられる表１の７社を選出した。これらの企業の選出において，顧客満足上位ランキ
ング企業，および，顧客志向経営の先行事例研究から30社を選出し，フィージビリティ・スタディ
（予備調査）を行った結果，特に優れた顧客志向経営のベストプラクティス企業として，その量・
質の両面から表１の７社が適切であると判断した。これらの企業については，多くの論者が様々
表１．事例研究で選んだ顧客志向経営のベストプラクティス企業の概要
事 業 概 要 創立年月 従業員数 売上高 資本金 本店所在地 主なケーススタディ
アスクル
文房具・事務用品等の
通信販売事業
1997年５月 250名 1278億円 32億円 東京都江東区
池 尾（1998）， 石 倉
（2001），大谷（2002）
ベネッセ
通信教育事業・学校教
育支援事業・出版事
業・シニア事業・語学
事業・その他事業
1955年１月 1,517名 2601億円 136億円 岡山県岡山市
寺本ら（1999），青島
（2001）
デル
パーソナルコンピュー
タ及び周辺機器の製
造，販売事業
1989年６月 1,100名
日本法人
非公開
３億円
神奈川県川崎市（本社
は米国テキサス州）
宇 井（2002）， 植 田
（1999）
ヒューレット・
パッカード
コンピュータ・システ
ム及び周辺機器の製
造，販売，サポート，
コンサルティング事業
1999年11月 6,000人 3815億円 100億円
東京都品川区（本社は
米国カリフォルニア
州）
ピーターズ・ウォル
ターマン（1985），校
條・本荘（1995）
花王
家庭用商品，化粧品等
の製造・販売
1887年６月 5,724名 9026億円 854億円 東京都中央区
平林ら（2004），山田
（2001），嶋口ら（1998）
リッツ・カール
トン・ホテル
ホテル業及び関連する
一切の業務
1992年５月 530人
日本法人
非公開
40億円
大阪府大阪市（本社は
米国メリーランド州）
大 橋（2002）， 林 田
（2004）
スターバック
ス・コーヒー
コーヒーストアの経営
／コーヒー及び関連商
品の販売
1995年10月 1,663名 592億円 83億円
東京都渋谷区（本社は
米国ワシントン州）
岡村（2001），商業界
編（2002）
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な視点から各企業の顧客志向経営について論じており，比較的客観的な資料が整っている。これ
らの資料から対象企業の顧客志向経営の概要と，その事例企業の先行研究をレビューした（森下 
2006）。
　本研究のベストプラクティス企業の事例で取り上げた各企業で現実に行われている経営行動に
ついて，KJ 法を用いて整理した。KJ 法の手順に則り，先ず事例企業に見られる経営行動を一文
で表現したカードを作り，それらのカードを虚心にながめ，似ていると感じられるカードをグ
ルーピングした。その結果，グルーピングで得られた島はさらにグルーピングを進めて行くと，
□経営者のリー ダ シーップによる理念へのコミット
・顧客満足度を最優先に位置づけ，自分や自分
の家族がしてもらいたいサ ビースを事業にする（ベ
ネッセ）
・毎日の仕事で最重要なのは，会社の価値観を従
業員に啓蒙すること（スター バックスコ ヒーー ）
・顧客満足や顧客志向の考え方や，顧客からの
評価を，トップから全社員に対して直接語りかけ
る（デル）
・四半期毎に全従業員を集めて経営に関する情報
や方針を社長説明する（アスクル）
□現場主義の企業風土や組織
・同じ建物に，顧客の声が直に入る部門と物流部
門が同居することで，現場の臨場感を従業員が
感じる工夫（アスクル）
・花王の商品について顧客と対応する消費者情報
センター や，顧客の生活を研究する花王生活研
究所，および，花王の直販制度や，地域に密
着した営業担当者などの現場主義を重視（花王）
□現場の従業員への権限委譲
・顧客満足のために，自身の判断で行動できる権
限を従業員へ付与（ザ・リッツ・カー ルトン・ホテル）
・地域や市場による顧客層の違いから生じる問題
を解決するために，地域の営業担当者へ積極
的な権限委譲（花王）
□顧客サ ビース志向の人材採用
・「お客様のために進化する」という経営理念に共
感できる人しか採用しない（アスクル）
・従業員採用基準の第一項目は顧客志向の資質
（デル）
・“タレント”という顧客サ ビースの才能を持ちあわ
せているかを従業員採用に重視（ザ・リッツ・カー
ルトン・ホテル）
・顧客を歓待して喜んでもらおうといったホスピタリ
ティや，顧客のために仲間と協調して働こうとす
るコミュニケーションの能力を従業員採用面接で
見極める（スター バックスコ ヒーー ）
□従業員満足の重視
・従業員に喜びがなければ，顧客に喜びを与える
ことなどできない（スター バックスコ ヒーー ）
・多様な人材が働くことに満足できる人事制度を整
備している（ベネッセ）
・年１回全社員を対象に従業員満足度調査も行わ
れ，目標に向けて社内環境の整備（ザ・リッツ・カー
ルトン・ホテル）
・顧客と同様に従業員の声も聞いて，経営に生か
すために従業員の満足度調査を年２回実施（デ
ル）
□顧客満足を反映した人事考課と報酬制度
・顧客満足度を指標化し，目標を部門別に詳細に
設定し，賞与額に直接影響する基準として採用
（デル）
・経営指標として EVA 指標を導入し，顧客への
付加価値を最大化のために，全従業員がコスト
改善に取り組む（花王）
・四半期毎に各職場から，優れた業績を収めた従
業員を選ぶファイブスター 従業員・マネージャ表
彰制度（ザ・リッツ・カー ルトン・ホテル）
□顧客尊重の理念を基にした教育研修
・従業員新人トレーニングの多くは企業理念が中心
（スター バックスコ ヒーー ）
・経営理念やビジネス，従業員としてのミッションや
期待を理解する教育研修（アスクル）
・各部署で毎日，顧客志向経営の理念について
振り返り，話し合う（ザ・リッツ・カー ルトン・ホテル）
□顧客視点による組織体制
・顧客のライフステ ジー別のカンパニー制の組織部
門（ベネッセ）
・顧客サ ビースの品質管理を専門にするクオリティ
担当部の設置（ザ・リッツ・カー ルトン・ホテル）
・顧客ニーズの特性によって，所属に関係なく，プ
ロジェクトが組織化（花王）
□顧客ニ ズーの把握
・商品に関する顧客の相談に応える過程で顧客の
ニーズを把握する消費者相談センター や，顧客
のニーズを探るべく，顧客の生活そのものを研究
する生活文化研究所を組織化（花王）
・顧客の希望の仕様のパソコンを提供する過程で
顧客ニーズの収集（デル）
・顧客間のコミュニティを形成し，そこから生まれる
ニーズを商品やサ ビースに反映（ベネッセ）
・予約時の電話対応からチェックアウトまでの，あら
ゆる顧客に関する情報の収集（ザ・リッツ・カー
ルトン・ホテル）
□ITシステムによる情報やデ ターの共有
・顧客から得られた情報のデ ターベースへ一元管
理と共有により，オペレ ターは，顧客デ ターやコー
ル履歴を照会可能（アスクル）
・世帯を同じくする兄弟や姉妹を「ファミリー 」とし
て一括し，一つのアカウントで代金決済，住所
管理，課題の提出履歴，家族構成のマーケティ
ング・デ ターベースとして管理（ベネッセ）
・顧客相談に対応部門を支援するシステムによる，
相談内容のデータベース化と従業員への共有
（花王）
・従業員が顧客から得られた情報を，デ ターベー
スに集約し，全部門で共有（ザ・リッツ・カー ルトン・
ホテル）□顧客満足や顧客価値の指標化と管理
・新経営指標（EVA）を基準に，付加価値を最
大化するために，コスト改善（花王）
・顧客と接する具体的な場面を想定し，それぞれ
の場面において可能なかぎり，顧客満足の度合
いを測る顧客管理の手法をとっている（デル）
□顧客との双方向コミュニケ シーョンの重視
・回答指導員への質問カ ドーを通じた紙面でのコ
ミュニケ シーョン（ベネッセ）
・サポ トー時に顧客とコミュニケーションから，顧客
のニーズを吸い上げて新製品の開発へとフィー ド
バック（デル）
・ホスピタリティにあふれた従業員が，顧客とのコミュ
ニケ シーョンを通じて，顧客の好みに合わせたコー
ヒー を提供（スター バックスコ ヒーー ）
・従業員が，顧客との双方向コミュニケーションを
通じた，顧客の好みやニーズの収集と共有（ザ・
リッツ・カー ルトン・ホテル）
□他社との効率的な業務提携
・商品毎に売上や在庫デ ターをメー カ とー共有し，
多品種少量商品の受発注と在庫の最小化を実
現する一方で，営業や与信業務を各地の文具
店に委託（アスクル）
・ダイレクトメー ル配送などを配送会社と業務提携
（ベネッセ）
・各地の小売店との販売協力（花王）
□顧客ニ ズーの製品やサ ビースへの反映
・顧客からのフィー ドバックをデ ターベース化し，不
満足スコアが高い要因の排除や変更（ベネッセ）
・販売過程で得られた，顧客の潜在的ニーズを把
握，分析してサプライヤに伝達（アスクル）
・サポ トースタッフが顧客対応する際に，顧客の声
をデ ターベースに集約，分析し，新たな顧客の
ニーズを発掘（デル）
□優れたオペレ シーョン・システム
・販売システムによって，季節や月，週による需要
変動を物流センター 別に需要を計算し，予測（ア
スクル）
・物流配送センター や物流配送システムにより，個
別サ ビースを低コストで提供（ベネッセ）
・効率的なサプライチェ ンーにより，顧客の要望に
完全に一致した仕様の製品を迅速に低価格で顧
客に提供を可能にする（デル）
・発注状況から算出した需要と出荷量の予測に基
づいて生産し，在庫削減と物流の効率化による，
輸送費の削減と欠品率の低下（花王）
［理念の具現化］
［理念の共有化］
図１．ベストプラクティス企業の顧客志向経営に対するKJ法の A型図解
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図１のように二つの大きな島にまとめることができた。
　一つの島は，「顧客サービス志向の人材採用」，「顧客尊重の理念を基にした教育研修」，「経営
者のリーダーシップによる理念へのコミット」，「現場主義の企業風土や組織」，「顧客視点による
組織体制」，「従業員満足の重視」，「顧客満足を反映した人事考課や報償」，「現場の従業員への権
限委譲」が見出された。これらは，顧客尊重の企業理念を経営者のリーダーシップの下，従業員
や組織で共有し，企業風土に昇華させることから，“理念の共有化”と言うタイトルをつけた。
　他方の島は，「ITシステムによる情報やデータの共有」，「他社との効率的な業務提携」，「優れ
たオペレーション・システム」，「顧客との双方向コミュニケーションの重視」，「顧客ニーズの把
握」，「顧客ニーズの製品やサービスへの反映」，「顧客満足や顧客価値の指標化と管理」といった
要件が見出された。ここでは，収集した顧客のニーズを製品やサービスへ反映し，情報技術，業
務提携，優れたオペレーションによって顧客に価値を提供することで，顧客尊重の理念を具現化
することから“理念の具現化”と言うタイトルをつけた。
　次に，これらのベストプラクティス企業毎の顧客志向経営の実態を“理念の共有化”と“理念
表２．ベストプラクティス企業の顧客志向経営の整理
企 業 理 念 理念の共有化 理念の具現化
アスクル お客様のために進化する
経営理念に共感でき，価値観を共有する
人材のみを採用し，また会社の中心に顧
客対応をするコールセンターの置いてい
る。
小規模な顧客からインターネットや
FAXで直接注文を受け，幅広い商品を
安価で少数でも提供し，翌日に届けるこ
とを約束している。
ベネッセ
一人ひとりのお客様に「こうなりたい」
をお手伝いする
「よく生きている社員がよく生きる顧客
を支援する」と会社が従業員にも理念を
コミットする
膨大な顧客情報データベースを基に顧客
のライフイベントにあわせた，双方向コ
ミュニケーションを重視した商品やサー
ビスを提供する。
デル
Customers（お客様）：優れた満足経験
を優れた価格でご提供することによっ
て，お客様がデルに対する高いロイヤル
ティ（忠誠心）を持って下さると信じま
す。
従業員に対し，企業理念を重視した採用
と教育を行い，人事や報酬制度を設け，
創業者が頻繁に理念を唱え，自ら実行し
ている。
直販，受注生産，最小在庫，前払いなど
により，効率化された SCMによって，
顧客が望む仕様とサポートを低価格で提
供する。
HP
顧客からの尊敬と信頼の獲得（Cus-
tomer loyalty）：お客様に対し，最高の
品質と最高の価値ある製品，サービス，
ソリューションを提供することにより，
お客様の信頼とロイヤリティを高め，維
持します。
創業以来約70年続いた企業理念が，先人
の従業員から代々，生の体験や逸話が引
き継がれ，企業文化として醸成されてい
る。
品質を顧客体験と定義し，製品やサービ
スのライフサイクルにわたったビジネス
戦略の策定や評価し，さらに現場とマ
ネージメントの両主導による双方向アプ
ローチによる知識やベストプラクティス
を共有している。
花王
消費者・顧客の立場にたって，心をこめ
た“よきモノづくり”を行ない，世界の
人々の喜びと満足のある豊かな生活文化
の実現に貢献することを使命とします
EVA（経済的付加価値）とTCR（トー
タルコストリダクション）の考えを全社
に浸透し，顧客が生活する現場へのこだ
わりが強い。
顧客からの声を吸い上げる組織と仕組
み，およびデータベースに蓄積された情
報を分析して，研究開発に活かす。
リッツ
「お客様へ心のこもったおもてなしと快
適さを提供することを，もっとも大切な
使命と心得ています」
ホスピタリティの才能があり，リッツの
価値観に共感できる人材を採用し，日々
のミィーテングや実践で理念を議論しあ
い，また顧客のために自分で考え行動す
る権限が与えられている。
予約時の電話応対からチェックアウトま
でに収集された顧客の情報が線従業員に
共有され，顧客サービスや改善活動に活
かされる。
スタバ
顧客が心から満足するサービスを常に提
供する
企業理念に共感できる人を採用し，その
理念に対し自分が何をするか“考える”
トレーニング”を実施している。
顧客に「豊かな空間」を提供すべく，ホ
スピタリティのある従業員を採用・教育
し，最高級のコーヒー豆で，好みにあわ
せて煎れ，利便性の高い立地条件に居心
地のよいスペースを用意する。
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の具現化”の２つの面から整理した結果が表２である。これらの要約から，いずれのベストプラ
クティス企業も，顧客重視の理念を掲げ，その理念を様々な方法で従業員に“共有化”せしめ，
そのような理念を“具現化”する仕組みを構築しようとしていることが伺える。
　このような事実から推量すると，顧客志向経営とは，顧客尊重の理念を従業員が理解・共感す
ることによって共有化するとともに，顧客に価値を提供する経営システムによって理念を具現化
するような一つの経営であると考えることができる。すると，顧客志向経営を実現している企業
は，顧客尊重の企業理念を基点として，“理念の共有化”と“理念の具現化”という２つのアプ
ローチで，その理念を実現しようとしている。そう考えると，顧客志向経営とは，顧客尊重の理
念を基点として，“理念の共有化”というベクトルと“理念の具現化”というベクトルが合成さ
れた（和ベクトルとなった）ものとして図２のような構造を持つと言える。以上を踏まえ，図２
の顧客志向経営の構造を本研究の仮説として提示する。
理念の
共有化
顧客尊重
の理念
理念の
具現化
顧客志向経営
図２．（仮説としての）顧客志向経営の構造
　ただし，この構図はあくまでも定性的かつ主観的な手続きによって見出されたことに注意しな
ければならない。以降，その妥当性を定量的に検証してゆく。
４．調査分析方法
　先行研究で見られた研究アプローチを参考に，アンケート調査から得られたデータについて因
子分析を行い，その結果から尺度と構造を見出すことにする。
　アンケート調査票の質問項目については，事例研究（森下 2006）や先行研究（森下 2007），
他のアンケート等から顧客志向経営に関する40質問項目を選出し，５段階評価のリッカート・ス
ケール⑴によるアンケート票を作成した。調査対象企業は，約3700社の全上場企業からランダム・
サンプリングで選出した940社に，『日経ビジネス』（2004. 7. 26）の「CSR（消費者の視点）⑵」
および『週刊ダイヤモンド』（2006. 6. 24）の「顧客満足度総合ランキング127社⑶」を加え，重
複する企業を省いた合計1049社をアンケート調査の対象とした。このアンケート調査票を，各対
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表３．アンケートの質問項目と基礎記述統計量
質　　問　　内　　容 平均値 標準偏差
1. 企業理念に顧客重視の考え方が明確に記されている。 4.67 0.599
2. 全社的に顧客満足に対する改善や向上活動を管理し，責任をもつ独立した部署がある。 3.55 1.328
3. 顧客満足に対する改善や向上活動を専任とする責任者や担当者が任命されている。 3.47 1.325
4. 従業員のトレーニングや研修に，顧客尊重の理念や，その実践に関するカリキュラムがある。 3.84 1.118
5. 顧客に対し優れた貢献をした従業員やグループを表彰する制度がある。 3.53 1.301
6. 経営者は顧客に対する経営理念のコミットメント（確約）を社外に公にしている。 4.09 1.096
7. 経営幹部（役員レベル以上）と従業員が直接対話する機会を設けている。 4.21 0.939
8. 他社と効果的な協力や業務提携を積極的に行っている。 3.94 0.998
9. 社内販売やモニター制度など，従業員が自社の商品やサービスを評価する仕組みがある。 2.81 1.416
10. 効率的なサプライチェーンや ITインフラなど業務支援基盤（オペレーションシステム）が機能している。 3.71 1.045
11. ファンクラブやユーザー会など顧客で形成されるコミュニティからフィードバックを得る仕組みがある。 2.68 1.469
12. 従業員のモチベーションを高める全社的施策が制度化されている。 3.75 0.972
13. 現場の従業員は，顧客の要望に対し自分で判断し，行動できる権限が与えられている。 3.48 0.972
14. 顧客情報やデータベースを研究開発やマーケティング活動に活かす仕組みが存在する。 3.73 1.061
15. 社内の意思決定において顧客の声や現場の意見が最重要視されている。 3.97 0.794
16. 全社・組織横断的に顧客情報を共有する仕組みがある。 4.12 0.800
17. 従業員の採用基準に顧客の視点で考えられる資質があるか項目が設けられている。 3.26 1.131
18. 顧客の要望・意見・苦情・疑問などを聞き入れる窓口や宛先が設けられている。 4.40 0.912
19. 従業員満足を高める全社的仕組みがある，あるいは，そのような人事施策が制度化されている。 3.60 1.025
20. 顧客対応のサービス基準を設け，全社への展開とその遵守状況を把握している。 3.29 1.160
21. 顧客と双方向にコミュニケーションを行う仕組みがある。 3.58 1.053
22. 顧客の声や現場の臨場感を全社的に感じられる工夫や仕組みがある。 3.51 1.046
23. 顧客から発せられた不満や問題に対し，迅速かつ的確に対応する体制が整っている。 4.37 0.666
24. 役員以上の経営幹部は，積極的に顧客と直接的なコミュニケーションを行っている。 3.68 1.046
25. 自社の顧客志向経営や顧客満足度を他社と比較・分析している。 3.07 1.110
26. 従業員の報酬や人事に，顧客満足の結果が加味されている。 2.92 1.162
27. 顧客に影響を及ぼす問題に対し，すみやかに根本原因の追究をし，および再発・未然防止策をたてる仕組みが機
能している。
4.21 0.748
28. 定期的に事業や業務内容をレビューし，改善する機会を設けている。 4.14 0.850
29. 顧客の満足や不満足に影響を及ぼす要因を分析し，明らかにする仕組みが機能している。 3.70 1.016
30. 顧客に対する自社独自の強み（コアコンピタンス）を認識し，経営戦略に活かしている。 4.13 0.830
31. 他社の優れた事業や業務を比較・分析し，自社の経営に取り入れている（ベストプラクティスのベンチマーキン
グ）。
3.34 0.991
32. 顧客の視点やニーズを反映したビジネスプロセスやビジネスモデルが構築されている。 3.88 0.869
33. 取引業者や販売協力会社などのビジネスパートナーは，貴社の顧客に対する考えを理解している。 3.87 0.818
34. 自社の既存顧客だけでなく，市場や潜在顧客のニーズを把握する仕組みが機能している。 3.43 0.960
35. 顧客の特性や属性により区分した顧客群ごとに顧客の要望を把握している。 3.48 1.030
36. 顧客満足度を定量的に評価する具体的な尺度・指標等が設定されている。 3.07 1.154
37. 営業や販売などの部署や担当は顧客セグメント毎に決められている。 3.64 1.240
38. 株主，自社，従業員，社会などのステークホルダーの中で，顧客を最も重視している。 3.69 1.058
39. 不特定多数に製品やサービスを提供しないで，顧客をあらかじめ特定化して提供している。 3.58 1.162
40. 顧客が利用しやすいように業界標準や互換性のある製品・サービスを提供している。 3.44 0.971
Avr. ＝ 3.67 1.031
N. ＝191
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象企業の総務・広報部門の担当者宛てに2007年７月に郵送配布して，回収した結果，最終的な有
効回答数は191社，回収率は18.1％であった⑷。
　表３の結果で示すように，質問項目全体の平均値は3.67，標準偏差は1.031であった。平均値が
最も高い質問項目は，「１．企業理念に顧客重視の考え方が明確に記されている（平均値4.67）」
であり，本アンケート調査に回答した殆どの企業は，顧客尊重の理念を掲げ，顧客志向の経営姿
勢が伺える。
５．顧客志向経営の定量的分析
5. 1．アンケート調査結果に対する因子分析の実施と因子解釈
　因子分析（プロマックス回転・最尤法）の対象質問項目として，アンケート調査結果を基に，
天井効果（平均＋標準偏差＞5.0）となるQ１，Q６，Q７，Q15，Q23の質問項目は分析対象か
ら外し，実行した。その結果，因子固有値１以上の８因子が抽出され，その推移をみると，
11.792，2.220，1.606，1.526，1.235，1.166，1.132，1.007となっており，第４因子と第５因子にお
ける固有値の差分が相対的に大きく，第５因子以降の固有値の減少が緩慢なことから，本研究で
は第４因子までを因子解釈の対象とした。
　因子解釈は，通説に従い0.400以上の因子負荷量を示す質問項目を採択した結果が表４である。
第１因子にはQ17，Q20，Q22，Q26，Q21の５質問で構成される因子が抽出され，顧客志向の従
業員採用やサービス基準や人事，顧客とのコミュニケーションといった内容から，全社の従業員
や組織を顧客志向へと向かわせる「顧客視点の人事組織」と解釈できる。第２因子にはQ35，
Q34，Q36，Q25，Q29，Q31の６質問で構成される因子が抽出され，顧客のニーズや要望の把握
と分析，顧客満足の指標化や比較といった内容に関することから，顧客のニーズや満足を把握，
管理，比較し，製品やサービス，経営に反映させようとする「顧客満足やニーズの管理」と解釈
した。第３因子としてQ30，Q32，Q27の因子が抽出され，顧客志向の経営戦略やビジネスモデル，
再発防止策といった内容の質問に関することから，自社のビジネスモデルや経営戦略に顧客の観
点を据える「顧客視点の経営戦略」と解釈できる。また，第４因子にはQ２とQ３の因子が抽出
され，顧客満足への責任者や部署といった内容に関することから，顧客満足への責任を明確にす
る「顧客満足への担当責任」と解釈した。
5. 2．尺度の構成
　因子分析で抽出された４つの因子を下位尺度として採用した場合の信頼性を確認するために，
クローンバックの a係数を求めた。その結果，表３で示したように第３因子を除いて，いずれ
も .800を上回り，第３因子についても .7928であることから，尺度としての十分な信頼性が確認
できた。そこで，各因子に対応する下位尺度を x1，x2，x3，x4と表現すると，顧客志向経営は，
定量的に４次元空間 x1─ x2─ x3─ x4で表現できることになる⑸。因子分析から得られた下位尺
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表４．アンケート結果に対する因子分析のパターン行列
質　　　　問 共通性 １ ２ ３ ４ 因子
17. 従業員の採用基準に顧客の視点で考えられる資質があるか項目が設けられて
いる。
0.594 0.641 0.053 0.109 －0.111
顧客視点
の人事組
織（a＝
.8051）
20. 顧客対応のサービス基準を設け，全社への展開とその遵守状況を把握してい
る。
0.556 0.610 0.113 －0.036 0.014
22. 顧客の声や現場の臨場感を全社的に感じられる工夫や仕組みがある。 0.670 0.593 －0.050 0.111 0.149
26. 従業員の報酬や人事に，顧客満足の結果が加味されている。 0.549 0.559 0.112 0.059 －0.060
21. 顧客と双方向にコミュニケーションを行う仕組みがある。 0.569 0.496 －0.157 0.102 0.113
35. 顧客の特性や属性により区分した顧客群ごとに顧客の要望を把握している。 0.672 0.030 0.864 0.074 0.056
顧客満足
やニーズ
の 管 理
（ a ＝
.8598）
34. 自社の既存顧客だけでなく，市場や潜在顧客のニーズを把握する仕組みが機
能している。
0.646 0.077 0.594 0.135 －0.032
36. 顧客満足度を定量的に評価する具体的な尺度・指標等が設定されている。 0.549 －0.090 0.587 －0.019 －0.019
25. 自社の顧客志向経営や顧客満足度を他社と比較・分析している。 0.520 0.458 0.469 －0.171 －0.052
29. 顧客の満足や不満足に影響を及ぼす要因を分析し，明らかにする仕組みが機
能している。
0.703 －0.017 0.436 0.012 0.028
31. 他社の優れた事業や業務を比較・分析し，自社の経営に取り入れている（ベ
ストプラクティスのベンチマーキング）。
0.479 0.170 0.403 0.353 －0.003
30. 顧客に対する自社独自の強み（コアコンピタンス）を認識し，経営戦略に活
かしている。
0.629 0.055 －0.023 0.847 －0.045
顧客視点
の経営戦
略（a＝
.7928）
32. 顧客の視点やニーズを反映したビジネスプロセスやビジネスモデルが構築さ
れている。
0.639 0.174 0.257 0.510 0.042
27. 顧客に影響を及ぼす問題に対し，すみやかに根本原因の追究をし，および再
発・未然防止策をたてる仕組みが機能している。
0.546 －0.002 0.046 0.443 －0.028
2. 全社的に顧客満足に対する改善や向上活動を管理し，責任をもつ独立した部
署がある。
0.809 0.000 0.031 －0.013 0.978 顧客満足
への担当
責 任（a
＝.9365）
3. 顧客満足に対する改善や向上活動を専任とする責任者や担当者が任命されて
いる。
0.821 0.005 －0.002 0.001 0.918
16. 全社・組織横断的に顧客情報を共有する仕組みがある。 0.448 0.094 0.013 －0.030 0.225
14. 顧客情報やデータベースを研究開発やマーケティング活動に活かす仕組みが
存在する。
0.458 0.146 0.365 －0.104 0.136
5. 顧客に対し優れた貢献をした従業員やグループを表彰する制度がある。 0.438 0.090 －0.034 0.292 0.129
28. 定期的に事業や業務内容をレビューし，改善する機会を設けている。 0.550 －0.180 0.138 0.283 0.109
15. 社内の意思決定において顧客の声や現場の意見が最重要視されている。 0.468 0.393 0.060 －0.190 0.075
4. 従業員のトレーニングや研修に，顧客尊重の理念や，その実践に関するカリ
キュラムがある。
0.497 0.171 0.007 0.225 0.068
39. 不特定多数に製品やサービスを提供しないで，顧客をあらかじめ特定化して
提供している。
0.370 0.013 －0.034 0.025 0.055
11. ファンクラブやユーザー会など顧客で形成されるコミュニティからフィード
バックを得る仕組みがある。
0.474 －0.057 0.044 0.066 0.031
19. 従業員満足を高める全社的仕組みがある，あるいは，そのような人事施策が
制度化されている。
0.596 0.120 0.086 －0.104 0.028
38. 株主，自社，従業員，社会などのステークホルダーの中で，顧客を最も重視
している。
0.388 0.120 0.012 0.083 0.010
8. 他社と効果的な協力や業務提携を積極的に行っている。 0.314 0.316 0.026 0.116 0.000
9. 社内販売やモニター制度など，従業員が自社の商品やサービスを評価する仕
組みがある。
0.487 0.084 0.119 －0.064 －0.015
10. 効率的なサプライチェーンや ITインフラなど業務支援基盤（オペレーショ
ンシステム）が機能している。
0.484 －0.048 －0.035 0.320 －0.034
37. 営業や販売などの部署や担当は顧客セグメント毎に決められている。 0.401 －0.153 0.368 －0.017 －0.049
40. 顧客が利用しやすいように業界標準や互換性のある製品・サービスを提供し
ている。
0.333 －0.197 0.087 －0.018 －0.053
12. 従業員のモチベーションを高める全社的施策が制度化されている。 0.584 0.070 －0.053 0.022 －0.070
13. 現場の従業員は，顧客の要望に対し自分で判断し，行動できる権限が与えら
れている。
0.398 0.275 －0.165 －0.102 －0.098
24. 役員以上の経営幹部は，積極的に顧客と直接的なコミュニケーションを行っ
ている。
0.359 0.178 －0.119 0.105 －0.117
33. 取引業者や販売協力会社などのビジネスパートナーは，貴社の顧客に対する
考えを理解している。
0.511 0.256 0.271 0.161 －0.118
因子抽出法：最尤法　回転法：Kaiser の正規化を伴うプロマックス法 固有値 11.792 2.220 1.606 1.526
分散の％ 33.693 6.344 4.587 4.359
累積％ 33.693 40.036 44.624 48.983
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度における尺度得点の算出方法は，下位尺度に含まれる項目得点の合計値とし，下位尺度 x1，
x2，x3，x4上の尺度得点をそれぞれ a，b，c，d とおくと，構成された下位尺度は以下のように
なる⑹。
〈構成された下位尺度〉
下位尺度「顧客視点の人事管理」    x1：Q17・Q20・Q21・Q22・Q26
下位尺度「顧客満足やニーズの管理」  x2：Q25・Q29・Q31・Q34・Q35・Q36
下位尺度「顧客視点の経営戦略」    x3：Q27・Q30・Q32
下位尺度「顧客満足への担当責任」   x4：Q２・Q３
下位尺度 x1の尺度得点 a ＝ | Q17 | ＋ | Q20 | ＋ | Q21 | ＋ | Q22 | ＋ | Q26 |
下位尺度 x2の尺度得点 b ＝ | Q25 | ＋ | Q29 | ＋ | Q31 | ＋ | Q34 | ＋ | Q35 | ＋ | Q36 |
下位尺度 x3の尺度得点 c ＝ | Q27 | ＋ | Q30 | ＋ | Q32 |
下位尺度 x4の尺度得点 d ＝ | Q２ | ＋ | Q３ |
　ここで，第１因子の「顧客視点の人事組織」と第４因子の「顧客満足への担当責任」の概念を
合成すると，顧客志向の人材や組織を整える人事管理を行い，顧客満足に対する責任を負うこと
によって，顧客尊重の理念を全社で共有する内容と考えられる。そこで，これらの因子は顧客志
向経営における“理念の共有化”の下位概念であると解釈できる。一方，第２因子の「顧客満足
やニーズの管理」と第３因子の「顧客視点の経営戦略」の合成概念は，顧客のニーズを捉え顧客
の視点に立って企業経営の仕組みとして顧客志向の理念を実現しようとする内容なので，これら
の因子は顧客志向経営における“理念の具現化”の下位概念と解釈できる。
　従って，“理念の共有化”は x1─ x2─ x3─ x4空間において，X1＝ a，X2＝０，X3＝０，X4＝
dを成分とするベクトル S（Sympathizing）＝（a，０，０，d）によって，また，“理念の具現化”
は，X1＝０，X2＝ b，X3＝ c，X4＝０を成分とするベクトル E（Embodying）＝（０，b，c，０）
によって表現できる。換言すると，ベクトル S，Eが，それぞれ，合成尺度「理念の共有化」お
よび「理念の具現化」を表している。合成尺度 S，Eはベクトルであるから S，Eの尺度得点は，
それぞれのベクトルのノルムと考えるべきである。よって，Sの尺度得点は，|| s || ＝
2 2 2 2 2 2(a 0 0 d ) (a d )+ + + = + ，Eの尺度得点は，|| e || ＝ 2 2 2 2 2 2(0 b c 0 ) (b c )+ + + = + となる。
以上をもとに，Sをx1─x4斜交平面上で，Eをx2─x3斜交平面上で図示すると図３のようになる。
〈構成された合成尺度〉
合成尺度「理念の共有化」  S＝（a，０，０，d）
合成尺度「理念の具現化」  E＝（０，b，c，０）
顧客志向経営の尺度開発とその構造分析
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合成尺度 sの尺度得点 || s || ＝ 2 2(a d )+
合成尺度 eの尺度得点 || e || ＝ 2 2(b c )+
d
c
a b
x4
x1
x3
x2
S＝（a，d）
E＝（b，c）
||s ||＝ （a2＋d2）
||e ||＝ （b2＋c2）
図３．“理念の共有化（s）”および“理念の具現化（e）”の合成尺度構造
　次に，x1─ x2─ x3─ x4空間において，ベクトル Sと Eの和 R（Realizing）＝ S＋ E＝（a，b，
c，d）を考えると，ベクトル Rは“理念の共有化（S）”と“理念の具現化（E）”の合成ベクト
ル（和ベクトル）である。従って，ベクトル Rは“理念の共有化”と“理念の具現化”を合成
した全体としての顧客志向経営を定量的に表現したものと解釈できる。また，Rのノルム || r || ＝
2 2 2 2(a b c d )+ + + は，顧客志向経営の大きさ，すなわち，その企業における顧客志向経営がど
の程度到っているかという，顧客志向経営の成熟度を表す全体尺度と解釈できる⑺。
〈構成された全体尺度〉
全体尺度 R＝ S＋ E（ベクトル Sとベクトル Eの合成ベクトル）
全体尺度の尺度得点 || r || ＝ 2 2 2 2a b c d+ + + （ベクトル Rのノルム）
S（理念の共有化）＝（０，b，c，０）
R＝S＋E（顧客志向経営）
（顧客志向経営の成熟度）
E（理念の具現化）＝（a，０，０，d）
||r ||＝ （a2＋b2＋c2＋d2）
図４．顧客志向経営の全体尺度構造
5. 3．構成された尺度の妥当性の検討
　本尺度は，顧客志向経営の成熟度の測定を目的として開発されたので，顧客志向経営に優れた
企業は，その他の企業よりも高い尺度得点を示すはずである。しかしながら，何をもって顧客志
向経営に優れた企業とするのか，その判断は難しい。そこで，顧客満足度のランキング企業，お
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よび，経営学の専門家らが顧客志向経営に優れていると認める企業の平均値を，各々その他の企
業の平均値と比較することにより，本尺度の妥当性を検証する。
　『週刊ダイヤモンド』および『日経ビジネス』誌の一般顧客による読者モニター調査によって
選ばれた企業（以下，顧客満足ランキング企業）は，顧客によって評価されたことから他の一般
企業より優れた顧客志向経営を実践している傾向があると考えられる。そこで，本研究のアン
ケート回答企業191社中29社の「顧客満足ランキング企業⑻」とその他の企業の平均値を尺度毎
に比較した結果が表５である。
表５．顧客満足ランキング企業とその他の企業の尺度得点の比較
ランキング企業 その他の企業
t値 p値
平均 標準偏差 平均 標準偏差
顧客視点の人事組織（a） 19.3 3.86 15.9 4.12 3.928 0.0001
顧客満足やニーズの管理（b） 22.3 4.44 19.6 4.80 2.805 0.0057
顧客視点の経営戦略（c） 12.9 1.82 12.1 2.07 1.958 0.0520
顧客満足への対応責任（d） 8.5 2.33 6.6 2.55 3.559 0.0005
理念の共有化 || s || 21.2 3.78 17.4 4.22 4.367 0.00002
理念の具現化 || e || 25.8 4.53 23.1 4.82 2.778 0.0061
全体 || r || 33.5 5.15 29.0 5.86 3.766 0.0002
　各因子の下位尺度得点の平均値を比較すると，“顧客視点の人事組織（a）”，“顧客満足やニー
ズの管理（b）”，“顧客満足への対応責任（d）”に関しては，１％有意水準を満たす有意差となっ
た。一方，“顧客視点の経営戦略（c）”については P＝0.05201で，５％有意水準を満たさなかっ
た。このことから，下位尺度 x1，x2，x4は顧客満足ランキング企業とその他の企業を切り分け評
価する指標となり得るが，下位尺度 x3はこのままでは指標となり得ないことが示唆される。下
位尺度 x3「顧客視点の経営戦略」の項目であるQ27，Q30，Q32は，顧客へのビジネス戦略やビ
ジネスモデルの構築，あるいは，顧客に影響を及ぼす問題の対策といった自社の経営側からのあ
り方を示す内容であり，必ずしも顧客の満足を喚起するような内容ではない。従って，下位尺度
x3「顧客視点の経営戦略」上で顧客満足ランキング企業とその他の企業で有意差が出なかったこ
とは，納得できる結果と思われる。
 合成尺度“理念の具現化（|| e ||）”および“理念の共有化（|| s ||）”の得点は，共に１％有意水準
を満たしている。このことから合成尺度 e，sは，顧客満足ランキング企業を総合評価する指標
となりえる。さらに，全体尺度得点（|| r ||）は，0.1％有意水準を満たし，全体尺度得点 rは顧客
満足ランキング企業の評価指標となりえる。下位尺度x1，x2，x3，x4は，合成尺度 e，s，および，
全体尺度 rを構成する要素であり，それらによって顧客志向経営を直接測定するものではない。
本研究において，顧客志向経営を測定する指標は，合成尺度 e，s，および，全体尺度 rである
べきである。従って，尺度開発の観点からは，e，s，rが顧客志向経営の評価指標なりえること
顧客志向経営の尺度開発とその構造分析
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に意味があると考えられる。
　次に，筆者を含め，顧客志向経営の専門家らとともに，アンケート対象企業の中から優れた顧
客志向経営を実践していると考えられる企業（顧客志向経営実践企業）を選んだ⑼結果，191社
中26社が選出された。尺度の妥当性を再確認するために，その顧客志向経営実践企業とその他の
企業に関して，構成された尺度の平均得点を t検定によって比較した結果が表６である。
表６．顧客志向経営実践企業とその他の企業の尺度得点の比較
顧客志向経営実践企業 その他の企業
t値 p値
平均 標準偏差 平均 標準偏差
顧客視点の人事組織（a） 24.6 3.75 19.7 4.42 4.960 0.0000018
顧客満足やニーズの管理（b） 29.0 3.55 22.8 5.03 5.961 0.00000002
顧客視点の経営戦略（c） 13.7 1.20 12.0 2.05 4.130 0.0000587
顧客満足への対応責任（d） 9.1 1.85 6.5 2.51 4.933 0.0000020
共有化 || s || 22.2 3.25 17.3 4.08 5.841 0.00000003
具現化 || e || 28.3 3.06 22.6 4.59 5.976 0.00000001
全体 || r || 36.1 3.62 28.6 5.54 6.578 0.0000000007
　各因子の下位尺度得点の平均値を比較すると，“顧客視点の人事組織（a）”，“顧客満足やニー
ズの管理（b）”，“顧客視点の経営戦略（c）”，“顧客満足への対応責任（d）”のすべてに関して，
0.1％有意水準を満たす有意差となった。この結果から，下位尺度 x1，x2，x3，x4は顧客志向経営
実践企業とその他の企業を切り分け評価する指標となり得ていると判断できる。次に，合成尺度
における“理念の具現化（|| e ||）”および“理念の共有化（|| s ||）”の得点は，共に，0.1％有意水準
を満たしている。このことは，合成尺度 e，sも，顧客志向経営実践企業とその他の企業を切り
分ける総合評価指標となっていることを意味する。全体尺度得点（|| r ||）に関しても，0.1％有意
水準を満たしており，全体尺度 rが顧客志向経営実践企業の全体的な評価指標となりえることが
わかる。
5. 4．構成された尺度による顧客志向経営と業績との比較
　各企業における各尺度得点と業績との相関係数を求めた結果が表７である。
　表７を見ると，“一株益（一株あたりの利益）”以外は，概ね１％あるいは５％有意水準を満た
し，各尺度と業績の変数間は無相関でないことがわかる。そこで，相関係数を見ると，“顧客満
足やニーズの管理（b）”と“理念の具現化（e）”の得点のみが売上，営業利益，経常利益と .300
を超える相関を示している。一方，“理念の共有化（s）”と業績の相関は，概ね .200未満である。
この結果から，“理念の具現化（e）”は業績とある程度の相関関係を持つが，“理念の共有化（s）”
は業績と明確な相関関係を持たないことがわかる。また，“全体尺度得点（r）”は，“売上”のみ
に .300を超える相関係数を示している。
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　以上から，本尺度によって測定される顧客志向経営の成熟度と企業業績とは強い正の相関関係
を持つものではない。よって，本研究で開発された尺度は業績向上の要件を測定する指標ではな
く，顧客志向経営の成熟度を測る指標と結論付けられる。
5. 5．仮説としての顧客志向経営の構造の妥当性の検討
　仮説として提示した図２の顧客志向経営の構図は，ケース・スタディから直感的・主観的に導
出された定性的な概念構造であった。それに対して，図４で構成された顧客志向経営の尺度構造
は統計的・客観的に同定された定量的な操作フレームワークである。これらを比較すると，明ら
かに一対一の対応が認められる。よって，仮説として提示した顧客志向経営の構造の妥当性が定
量的に検証されたと結論付けられる。
６．議論と考察
　尺度得点と企業業績との相関係数を求めた表７において，“顧客満足やニーズの管理”と“理
念の具現化”には一定の相関が認められた。これらの因子を構成する質問内容の経営行動と業績
との関係はマーケティングを中心とした既存研究において説明がされている。一方，その他は総
じて相関係数が低く，顕著な関係が認められない結果となった。この結果は，業績に関係する要
因は複雑・多岐であり，また，顧客志向経営と業績までの連鎖は短絡的，直接的でなく，間接的，
中長期的であると考察される。顧客志向経営が，顧客満足の向上，新規顧客の獲得や既存顧客の
維持等に貢献するならば，５年～10年後の中長期的な業績に効果がある可能性は考えられる。
　この顧客志向経営の構造における“理念の共有化”と“理念の具現化”の関係については次の
ように考えられる。“理念の共有化”の下位概念は，「顧客視点の人事組織」と「顧客満足への対
応責任」で構成されている。これらは，人的資源管理論，組織文化論に関係する内容で，属人的，
模倣困難，構築が長期的，暗黙知といった特徴があり，また，業績との関係が弱い。一方の“理
念の具現化”の下位概念は，「顧客満足やニーズの管理」と「顧客視点の経営戦略」で構成され
ている。これらは，消費者行動論やマーケティングに関係する内容で，形式知化や模倣されやす
表７．構成された尺度と企業業績との相関関係
売　上 営業利益 経常利益 利　益 一株益
顧客視点の人事組織（a） 0.190（**） 0.133（*） 0.141（*） 0.062 0.027
顧客満足やニーズの管理（b） 0.319（**） 0.311（**） 0.314（**） 0.274（**） 0.030
顧客視点の経営戦略（c） 0.236（**） 0.226（**） 0.231（**） 0.205（**） －0.010
顧客満足への対応責任（d） 0.250（**） 0.228（**） 0.228（**） 0.184（**） －0.020
理念の共有化 || s || 0.219（**） 0.165（*） 0.173（**） 0.094 0.018
理念の具現化 || e || 0.321（**） 0.313（**） 0.317（**） 0.277（**） 0.026
全体 || r || 0.309（**） 0.282（**） 0.288（**） 0.230（**） 0.026
（**）１％水準で有意，（*）５％水準で有意
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く，差別化しにくい，といった特徴が考えられ，また，業績との一定の関係もみられた。“理念
の共有化”と“理念の具現化”の特徴は対照的だが，相関係数は .695である。その相関傾向，す
なわち，両方とも優れているか，両方とも劣っているか，といった傾向が顧客志向経営において
優れている企業と優れていない企業の差となっていることが考えられる。業績を高めるために顧
客に直接影響する経営は“理念の具現化”だが，顧客の支持基盤を得る経営は“理念の共有化”
であり，顧客が評価する企業経営は，“理念の具現化”と“理念の共有化”の両方で成り立って
いると考察できる。
表８．“理念の共有化”と“理念の具現化”の特徴と比較
理念の共有化 理念の具現化
下位概念
①顧客視点の人事組織
④顧客満足への対応責任
②顧客満足やニーズの管理
③顧客視点の経営戦略
経営学の関連領域 人的資源管理論，組織文化論 消費者行動論，マーケティング
特　徴
属人的，模倣困難，長期的，暗黙知の領域，
表層化されにくい，Intangible
形式知化されやすい，模倣されやすい，差
別化しにくい，Tangible
業績との関係 関係が弱い（＜ .200） 一定の関係あり（＞ .300）
７．結語
　本稿では，顧客志向経営のベストプラクティス企業の経営行動から，顧客志向経営に特化した
独自のアンケート調査を企画・実施し，そのデータに因子分析を適用することによって，顧客志
向経営の成熟度を測る尺度を構成した。構成された尺度は，顧客志向経営実践企業や顧客満足ラ
ンキング企業とその他の企業の尺度得点を比較することによって，その妥当性が確認された。さ
らに，この尺度構造は，事例研究から仮説として提示した顧客志向経営の概念的構図と一対一に
対応し客観的な妥当性が確認された。
　一方で，いくつかの研究課題も残されている。例えば，本研究で用いた因子分析は，用いるデー
タやサンプルとなる企業，また，因子抽出や回転方法によって必ずしも安定したものではない。
さらに調査を継続して因子分析を繰り返し，尺度構造の妥当性を検討していかなければならな
い。また，平方根を用いた尺度による計算方法は煩雑で実用性に欠ける。改めて簡便性を追及し
た尺度を構成し，それを活用した顧客志向経営の診断チェック・リストを開発し，それを実務家
らに試用してもらい，その実用性を高めて行きたい。
注
⑴　スケールの表現として，５．全くあてはまる，４．ややあてはまる，３．どちらでもない，２．あまりあて
はまらない，１．全くあてはまらない，を用いた。
⑵　日経 BP社が，保有するモニターリストより男女18,000人を無作為に調査対象として抽出，インターネット
で調査を行っている。期間は2004年５月18日から31日までで，回答数は4374人で，全体を20のグループに分け，
それぞれ約80社について，「尊敬できる」，「尊敬できない」とその理由を選ぶ。認知度が10％未満の会社は切
─　　─34
り捨て，認知者に対する「尊敬できる・できない」の割合をベースに，先のレビューの方法で評価ポイントを
主成分分析して得点化している。
⑶　（株）ライフメディアが，全国に住む20代以上の男女を対象にネットアンケートを実施した。調査期間は2006
年４月28日～５月14日に行われ，調査依頼人数は5070人（全国人口比率型配信）で，回答者数は1543人（回答
率30.4％）だった。質問では，あらかじめ選定した上場企業，非上場の有力企業16業種335社を対象に最近１
年間に利用した満足度を尋ねている。サンプル数が一定値に達しない81社を除き，最終的に254社を対象にラ
ンキングを作成している。
⑷　回収されたアンケートの原データは，早稲田大学社会科学総合学術院の常田研究室に保管されている。
⑸　因子分析は，プロマックス法を用いているので，この４次元空間は一般的には直交空間ではなく，斜交空間
である。
⑹　| Q17 |，| Q20 | 等は Q17，Q20等のリッカート・スケールの得点値を意味する。なお，尺度得点に関しては，
後に実務への応用を考慮し，因子得点でなく，計算方法が容易な合計値を採用した。
⑺　Rは本来４次元空間x1─x2─x3─x4上のベクトルであるが，それを平面上に表現することは困難であるので，
図４では Rをベクトル Sとベクトル Eの作る平面上で表現した。
⑻　「顧客満足ランキング企業」は「顧客志向経営実践企業」とは必ずしも一致しているものではない。
⑼　顧客志向経営実践企業の選出について次のような手続きで行った。筆者２人に経営科学を専門とする大学教
授と実務家である企業の社長を加え，アンケート調査の回答で企業名を記載してくれた企業から，企業名のみ
で顧客志向経営に優れていると考えられる企業を各々が選んだ。回答結果を集計して，４人中３人が，顧客志
向経営に優れている，と判断した企業を本研究における“顧客志向経営実践企業”と定義した。
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